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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
目標は、ある程度達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、人流に関するリアルタイムモニタリングデータを用いた精度の高い短期的

な予測を可能とするシミュレーションモデルを開発することで、危機管理下においてデータに基
づいた復旧計画の立案等に結びつけることを目指したものである。 
本プロジェクトの核心は、「危機管理下のような非定常時には定常時に収集されたデータにもと

づくシミュレーションでは的確な予測が困難であり、結果として過去の経験則や勘に頼った意思
決定にならせざるを得ない」という従来のデータに基づく意思決定の限界に向けられている。そ
して、実際の都市をデータ化しコンピュータ上に再現した「デジタルツイン都市」に着目し、こ
こにリアルタイムに観測される人の行動やモノの動きなどの都市に関する様々なデータを取り込
んだシミュレーションモデルを構築することで、定常時とは異なる状況における短期的な予測を
行う仕組みの構築が試みられた。こうした目標設定は、危機管理下におけるリスクの最小化と経
済的損失の最小化に関する統合的評価手法の開発を求めた本プログラムの趣旨に合致するもので
あり、妥当であったといえる。 
こうした目標設定を受け、本プロジェクトではまず地形・線形・構造物・統合の各モデルから

構成されるデジタルツイン都市の構築に必要なデータを収集したうえで、実際に新大阪駅の３D
モデルのプロトタイプを構築した。続いて、人流行動調査に基づき人流シミュレータが開発され
た。具体的には、実際に過去の災害時に発生した交通障害に関するデータに基づき、千葉県市原
市を対象に非定常時の人の行動や道路交通量の推計等を可能とした。また、パーソントリップ調
査とポイントデータを用いた時間帯別の移動を再現するシミュレータの構築を行ったうえで、リ
アルタイムの観測人口分布データや経路交通量データと融合させることで、非定常時にも対応可
能なシミュレーションを可能としている。最終的には、開発された人流シミュレータに基づく人
流データが新大阪駅構内の移動シミュレーションとして実装されている。 
こうしたシミュレータの開発が進む一方で、予定されていた新大阪駅近辺におけるリアルタイ

ム観測データの取得については、センサ設置の許可を得るためには相当の期間を要することが予
測されたためこれを断念するなど、プロジェクトが佳境に差し掛かろうとするタイミングで大き
な計画変更を余儀なくされる事態に直面することとなった。その後代替策として、構築された新
大阪駅の３Ｄモデルの利用ではなく、国土交通省が主導する Project PLATEAU（プラトー）を通
じて整備された３D 都市モデルを利用する方針へと転じ、これに代わる対象都市としては山梨県
甲府市が選定された。それは、過去に Wi-Fi センサでの人流測定の実績が存在しており、過去の



 

連携実績が存在しているためであった。そして、事業者側の担当者らと協議を行ったうえで、歩
行者の交通流を再現するために Bluetooth（BLE）センサを 24 か所に設置し、実際に人流を計測
して常時人流観測が行われた。ここでは、BLE センサから得られる MAC アドレスをベースに、
出発地（origin）―目的地（destination）と経路を推計する人流推計モデルが構築され、リアルタ
イムの OD 推計が実施された。そのOD データをもとに都市内の経路別の人流を推計するモデル
化が行われることで、最終的にはリアルタイムにオンラインでの経路上の人流を表示するウェブ
サービスとして人流予測システムが開発されるに至っている。こうした計画の修正は、プロジェ
クトの推進状況に合わせて、ある程度適切になされたと評価できる。しかしながら、実際には計
画性に乏しく、場当たり的といわざるを得ない対応も散見されたことも事実であり、「地方都市と
大都市のターミナルを対象に２つのデジタルツイン都市を構築したうえで、実測を伴う調査デー
タを入手し非定常時の特殊な状況を再現する」という極めて意欲的な試みであっただけに、ステ
ークホルダーによる協力の調達可能性や実測データの取得可能性、計算コスト等の予想される技
術的な困難については予め研究計画の構想段階においてその実現可能性がより慎重に検討される
べきであったと判断される。 
このように、計画の見直しを伴いながらも、本研究開発の主眼であるリアルタイムモニタリン

グデータを用いた短期的な予測手法の開発には至っている。開発されたシステムは、地理情報と
センサ情報があれば、甲府市以外のどの都市においても適用可能なパッケージ化されたものであ
ること、さらにリアルタイムデータを常に導入して 15 分単位で予測を更新するなどナウキャスト
の機能が実装されていることを特徴としている。また、代替策への転換の過程で、3Dモデルを用
いた詳細な表示は計算負荷が非常に大きいことを考慮し、より実用性が重視された 2Ｄによる簡
易表示型のオンラインシステムとして表現形式が改められている点は評価されるべきである。 
しかしながら、本研究開発はそのエフォートの大部分が結果的にシステム開発のみに置かれて

おり、途中の計画の見直し等の影響もあったものと思われるが、開発された成果の妥当性の検証
を含め、社会実装に向けた道筋や条件の検討が十分に尽くされたようには窺われない。災害時の
実観測データの入手可能性や短期予測の政策的有用性については、政策担当者らとのコミュニケ
ーションを通じて十分な検討や評価が重ねられるべきであったところであり、結果として実際の
政策形成過程において活用されるための条件の同定という目標については未達というべき状況に
ある。また、実社会における現実的な制約という観点でも本プロジェクトには大きな課題が存在
している。研究代表者らも認識しているように、開発されたシステムをもとに災害時等の非定常
時のリアルタイム予測を可能とするためには、定常時からセンサ等を設置し常時データを取得す
る必要がある。一方で、災害危険区域に設置する新規施設等の場合を除けば、日常において具体
的な利用可能性の乏しいセンサを設置し、地域社会がそのコストを負担することは必ずしも容易
なことではない。その点では、実社会において本システムが利用可能となる環境には大きな制約
が存在していると言わざるを得ない。しかしながら、近年人流データをまちづくりにおいて活用
しようとする事例もみられつつあることから、これらの残された課題については、今後の取り組
みを通じて具体的な改善が進められることを期待したい。 
 
■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 



 

○客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策形成への寄与という観点で、成果は、科学技
術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると、ある程度期待し得ると評価する。 
 開発されたシミュレーションモデルは、オンラインシステムとしてリアルタイムモニタリング
に基づく人流のナウキャストを可能としている。実際に、甲府市中心市街地におけるイベント開
催のタイミングで本システムによる人流の推計・集計が行われ、その結果については甲府市の中
心エリア活性化を目指して設立された官民連携の組織である「甲府まちなかエリアプラットフォ
ーム」の「社会実験効果検証レポート」として分析結果が掲載されるなど、実際の市街地の活性
化に向けた取り組みにおいてその利用可能性の一端が提示された点は評価できる。他方で、本研
究がより直接的な用途として想定していた災害時の復旧マネジメントや大規模再開発等の都市計
画の策定プロセス、インフラの管理者による施設マネジメント等の政策形成の現場において実際
に活用されるには、地理情報とセンシングデータをはじめとするデータ入手可能性の検討、対象
の絞り込み、モデルの調整等が不可欠であり、実用までの距離は未だ大きいと言わざるを得ない。 
今後は、こうした課題を踏まえつつ、開発されたシステムが実際にどのような条件下において、

いかなる用途において活用可能なのか、より実用性の観点に立った検証が求められる。具体的に
は、災害やイベント、政策的介入などにおけるユースケースをもとに意思決定支援ツールとして
の有用性の検証が行政との共創的な関係性のなかで進められる必要があろう。 
 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する新たな指標や手法等
の創出および制度等に、ある程度貢献し得ると評価する。 
また、本プロジェクトが開発したリアルタイムモニタリングデータを活用した短期予測システ

ムは、定常時も非定常時も活用可能なフェーズフリーな設計となっているほか、既存のシミュレ
ーションでは実現できていない、リアルタイムデータによる随時更新を可能としている点に大き
な特色がみられる。また、オンラインシステムに地理情報とセンシングデータといった個人情報
を含まないデータをインプットすることで、比較的簡便に定常時および非定常時の事象をシミュ
レーション上に再現することが可能となっていることから、多様な場面や条件での利用可能性が
期待される点にも優位性があるものと考えられる。 
「政策のための科学」の観点としては、デジタル化が急速に進む今日においてリアルタイムデ

ータに基づく短期予測というアプローチそのものは、本研究開発が対象とする災害時の復旧や都
市計画の分野のみならず、様々な政策分野における政策形成への応用が期待されるところである。
その点、本研究開発はその先駆的な取り組みとして多くの示唆を提供するものと期待される。 
他方で、本事後評価の時点では、本研究開発の中核的な成果というべきリアルタイム観測デー

タを用いた短期予測の手法については査読付きの論文の形で評価を得たものは一部にとどまり、
方法論的な妥当性が検証されている段階に至っていない。そのため既存の手法と比べた際の優位
性が明らかとなっていない点が惜しまれる。今後は手法としての妥当性の検証を進めるとともに、
他分野への応用可能性など、リアルタイムデータに基づくナウキャストの手法としての汎用性を
持った手法論としての展開を期待したい。 

 
本研究開発は、都市計画を専門とする研究代表者のもと、総合建設コンサルタントによる組織



 

的な関与のもとにデジタルツインの構築、そして大阪市・甲府市といった行政や民間事業者との
意見交換が進められた。また、大学院生を含む若手人材の教育・研究機会を提供する場としても
機能していた様子が窺われる。こうしたバックグラウンドをもった研究者および実務者の参画は、
本プログラムおよび SciREX 事業としてはこれまであまり類例がみられておらず、その点におい
て、本プロジェクトは人材ネットワークの拡大に、一定の貢献をしたと評価する。 
 
なお、本プロジェクトの推進過程では、RISTEXが媒介する形で RAND 研究所との意見交換の

場が設けられており、同研究所においても本プロジェクトと同様の試みが推進されるなどしてい
ることが確認されるといった特徴的な取り組みがみられた。 
 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は、概ね適切になされたと評価する。 
プロジェクトとしての目標達成に向けて、意欲的な構想が提示され、取り組むべき課題や段階

的な対応が構造的に整理されていたものの、実際には研究開発は多くの困難に直面することにな
った。新大阪駅の 3D モデルの作成後、センシングデータを取得する段でセンサ設置を断念せざ
るを得なくなるといういわば想定外の事態に直面しながらも、PLATEAU における甲府市のオー
プンデータを利用することで最終的には予定していた短期予測を可能とするシミュレーションシ
ステムの開発に至っている。こうした軌道修正に加え、当初は会津若松市を対象としたデジタル
ツイン都市の構築や物流データの収集とモデル化も計画されていたが、会津若松については政策
展開の方向性が当初の状況から変化したことなどを受けて中止の判断がなされている。こうした
結果を踏まえれば、既存データの提供や実測を伴うデータの取得が難航する可能性については、
事前にある程度予測可能なリスクであったはずであり、計画策定の段階において代替案の可能性
を含めた計画としての冗長性を織り込んでおくなどの工夫が求められた。こうした計画変更のリ
スクは、外部からのデータ提供を見込む同様の研究プロジェクトにおいては十分に考慮されるべ
き教訓といえる。 
なお、プログラム側によるマネジメントの観点からは、研究開発の初期段階から政策担当者と

の間で本プロジェクトの問題意識の共有と継続的な関係性の構築、そして成果の実装に向けた検
討を行うよう求めてきたところである。実際には、様々なアクターとの間で意見交換の機会が設
定され、連携や協力、そして実装に向けた検討がなされてきたものの、成果の活用に向けた道筋
は不透明なままとなっている点が惜しまれる。 

 
○また、本プロジェクトにおいては、研究代表者を中心に適切に管理運営されていたものと評価
される。デジタルツイン都市構築やシミュレーションモデルのためのデータ収集とモデル構築、
人流の観測調査とデジタルツイン都市への実装など、段階的な関係性にある各実施項目について、
一部未了や未実施の項目が残されるものの、必要に応じて計画の見直しを行うことで、概ね着実
に研究開発が推進されたものと評価する。 
他方で、研究開発成果を実際の政策形成に結びつけるための取り組みについては、「政策決定者

への情報提供実験」をはじめとして構想をされていたような形で十分なエフォートを割いて取り



 

組みが進められたとは評価し難い。今後は、本研究開発を通じて得られた知見をもとに、成果の
受け手となる行政との間で政策形成の実践に向けた課題の抽出やカスタマイズの必要性の同定等、
実装に向けたより実質的なコミュニケーションが深められることを期待したい。 

 
■総合評価 
○一定の成果が得られた／一定程度期待し得ると評価する。 
本プロジェクトは、人流に関するリアルタイムモニタリングデータを用いた精度の高い短期的

な予測を可能とするシミュレーションモデルを開発し、それによって危機管理下におけるデータ
に基づいた復旧計画の立案等に貢献することを目指した。従来の、定常時のデータに基づくシミ
ュレーションでは非定常時の的確な予測が困難であるという問題意識から、「デジタルツイン都市」
に着目し、リアルタイムデータを活用した予測手法を開発するに至っている。 
当初は、新大阪駅周辺を対象としたデジタルツイン都市の構築と実測データに基づくシミュレ

ーションモデルの開発を目指していたが、事業者との調整に時間を要することが判明し計画変更
を余儀なくされた。代替案として国土交通省の Project PLATEAU における甲府市のデータを利
用した分析へと転換し、BLE センサを用いた人流計測、リアルタイムOD推計、経路別の人流推
計モデルの構築を行うことで、最終的にはオンラインで利用可能な人流予測システムを開発した。
開発されたウェブシステムは、地理情報とセンシングデータがあれば他の都市にも適用可能な汎
用性を持ったツールであるほか、リアルタイムデータを活用したナウキャスト機能を実装するな
どの先進的な技術的特徴を備えている。また、計算負荷を考慮し、3D モデルから 2Dによる簡易
表示型オンラインシステムへと表現形式を変更した点も、実用性を重視した適切な判断であった
と言える。 
一方で、本プロジェクトはこれらの研究開発成果が実際に政策形成に活用されるための条件を

同定するというもう一つの目標設定に対して、いくつかの重大な課題を残している。研究開発の
エフォートがシステム開発に集中した結果、社会実装に向けた具体的な道筋や実利用環境におけ
る制約への検討が不足していた点は否めない。特に、災害時の実観測データの入手可能性、短期
予測の政策的有用性、そして定常時からのセンサ設置・運用にかかるコスト負担の問題は、今後
の実用化に向けた大きな障壁となり得る。これらの点について、政策担当者や関係機関との十分
な議論や評価が行われなかったことは、プロジェクトの目標達成度を一部限定的なものにしてい
る。 
しかしながら、「政策のための科学」への貢献という観点から見ると、本プロジェクトは、リア

ルタイムデータに基づく短期予測という新しいアプローチを提示し、その可能性の一端を示した
ことは重要な成果というべきものである。開発されたシステムは、実際に甲府市でのイベント開
催時に活用され、市街地活性化の事後評価に貢献するなど、限定的ながらも政策的有用性を示唆
する事例も生まれつつある。ただし、現時点では、開発された手法の妥当性検証が十分でなく、
既存手法との比較を通じた優位性が科学的に信頼性のある形で示されていない点は課題として残
る。 
以上のように、本プロジェクトは、技術的には一定の成果を創出しているものの社会実装の面

で課題を残している。今後は、残された課題、すなわち、実利用環境における制約の克服や社会



 

実装に向けた関係機関との連携強化、開発手法の妥当性検証と他分野への応用可能性の検討など
に取り組むことが求められる。本プロジェクトの成果が、今後の危機管理や都市計画分野におけ
るデータ駆動型の政策形成に貢献し、さらには他の政策分野へも波及することを期待したい。 
 
■特記事項 
なし 
 


